(別添様式１)
平成２３年度　９月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　 新相談支援の法改正普及推進研修事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　269千円
（現計予算額： 0千円　　　補正後予算額：269千円）

	要求内容


	１　要求の内容


①経緯
　　○平成18年４月　障害者自立支援法施行
            指定相談支援事業者が市町村、障害福祉サービス事業者との連携を図り、
利用者に総合的なサービスを提供
　　○障害者自立支援法等の改正により、新たに「地域相談支援（地域移行支援・
地域定着支援）」及び「障害児相談支援」が創設（平成24年4月1日施行予定）
                 このため、相談支援専門員に対し平成23年度に「法の円滑な施行準備のため
の研修」を実施するための補助事業を国が設けた。
②現状と問題点
    ○平成18年4月、障害者自立支援法の施行により、障害者ケアマネジメント従事
者→相談支援専門員へ転換。
　　○相談支援事業者に相談支援専門員の配置義務。
　　○各圏域毎に障害者自立支援協議会が設置。相談支援専門員は市町村と共に地域
において障害者の自立を支援するネットワークを構築。
　　○法改正により、制度の概要、具体的な相談支援の内容を把握するなど相談支援
専門員に対する法の円滑な施行準備のための研修が急務とされる。
　　　＊相談支援専門員の資格要件としての研修（初任者研修、現任者研修）とは
別の研修
③事業目的     
    　様々な生活ニーズを有する障がい者の生活を支援するため、福祉・保健・医療
・教育・就労等のサービスを適切に調整し、障がい者本人の意思を尊重しなが
ら支援計画を作成し、必要なサービスを提供する、障がい者の相談支援の手法
の一層の普及と推進体制の充実を図る。
④事業内容 
  【研  修  名】法の円滑な施行準備のための研修
  【講　　　師】国の相談支援従事者指導者研修受講修了者等
　【期間・内容】1日（4～5時間程度）　国のカリキュラム案に準じた内容(講義・演習)
　【受講対象者】相談支援専門員  60名(予定)
	２　所要経費


  【要求額】委託料　269千円  （国1/2、県1/2）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

・障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

・重度訪問介護や行動援護等、専門的支援の技術を有する人材を養成する

	２　これまでの取組状況


　
	３　これまでの取組に対する評価


　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
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手数料
	財　産収　入
	寄附金
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